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株主総会参考書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

第1号議案  取締役10名選任の件
第２号議案  第47期役員賞与支給の件

株主総会にご出席の株主様へのお土産は
ご用意しておりませんので、何卒ご理解
賜りますようお願い申しあげます。

新型コロナウイルス感染防止への対応について
新型コロナウイルスの感染予防にご留意いただくとともに、
株主の皆さまの健康を第一に考え、本年は健康状態によらず
ご来場を見合わせることをご検討くださいますよう、お願い
いたします。
なお、株主総会会場におきましては、株主さまの安全に配慮
した感染防止措置を講じる場合がありますので、ご協力賜り
ますようお願い申し上げます。
書面・インターネットによる事前の議決権行使の活用もよろ
しくお願い申し上げます。

今後の状況により、株主総会の運営・会場に大きな変更が生
じる場合には、当社ウェブサイトに掲載いたしますので、ご
出席の際はご確認くださいますようお願い申し
上げます。

当社ウェブサイト
　https://www.daikoku.co.jp/ir/
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証券コード 6430
2020年６月９日

株 主 各 位
　

名古屋市中村区那古野一丁目43番５号
　

ダ イ コ ク 電 機 株 式 会 社
　

代表取締役社長 大上 誠一郎
　

第47期定時株主総会招集ご通知
　
　拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第47期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席に代えて、書面またはインターネットにより議決権を行使することができま
すので、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述のご案内に従って、2020年６
月24日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1． 日 時 2020年６月25日（木曜日）午前10時
2． 場 所 名古屋市中村区名駅四丁目３番25号

キャッスルプラザ ４階 鳳凰の間
なお、株主総会の会場につきましては、末尾の「株主総会会場ご案内図」を
ご参照ください。

3． 目的事項
報 告 事 項 1． 第47期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

2． 第47期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役10名選任の件
第２号議案 第47期役員賞与支給の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

◎ 以下の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（https://www.daikoku.co.jp）に掲載しておりますので、
本招集ご通知には記載しておりません。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」
上記書類は、本招集ご通知添付書類と共に会計監査人及び監査役の監査対象となってお
ります。

◎ 株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.daikoku.co.jp）に掲載させていただきます。

◎ 本招集ご通知の内容につきましては、早期に情報をご提供する観点から、本通知発送前
に当社ウェブサイトに掲載いたしました。
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当日ご出席いただける場合

株主総会開催日時

2020年6月25日（木曜日）
午前10時

同封の議決権行使書用紙をご持参 
いただき、会場受付にご提出ください。
開会直前には会場受付が大変混雑 
いたしますので、お早めのご来場を 
お願い申しあげます。

議決権行使 についてのご案内
５頁以降の株主総会参考書類をご検討いただき、
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

● 株主総会へ出席 ●

議決権行使
書

当日ご出席いただけない場合

（1） 書面とインターネット（「スマート行使」を含む。）により二重に議決権を行使された場合は、インターネット（「スマート行使」を含む。）によるもの 
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2） インターネット（「スマート行使」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて 
いただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、
以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
議決権行使に関する 
パソコン等の操作方法について  0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会  0120-782-031（平日9:00～17:00）

2020年6月24日（水曜日）
午後6時到着分まで

2020年6月24日（水曜日）
午後6時行使分まで

行使期限 行使期限
● 書面による議決権行使 ● ● 「スマート行使」によるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙に議案に 
対する賛否をご表示いただき、行使 
期限までに当社株主名簿管理人に 
到着するようご返送ください。

議決権行使
書

議決権行使書

● パソコン等によるご行使 ●

2020年6月24日（水曜日）
午後6時行使分まで

行使期限

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙
に記載の議決権行使コード及びパスワード
をご利用のうえ、画面の案内に従って 
議案に対する賛否をご登録ください。

https://www.web54.net

詳細につきましては次頁をご覧ください。詳細につきましては次頁をご覧ください。

議決権行使ウェブサイト

同封の議決権行使書用紙の右下 
「スマートフォン用議決権行使ウェブ 
サイトログインQRコード」をスマートフォ
ンかタブレット端末で読み取ります。
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議決権行使書

③

④

● 「スマート行使」によるご行使 ● ● パソコン等によるご行使 ●

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン
用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を
スマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

画面の案内に従って各議案の
賛否をご入力ください。

確認画面で
問題なければ 
「この内容で
行 使 する 」 
ボタンを押し
て行使完了！

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

① 議決権行使ウェブサイトへアクセスする①スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②議決権行使ウェブサイトを開く

③各議案について
　個別に指示する

④ 全ての会社提案議案 
について「賛成」する

※ QRコード®は、株式会社
デンソーウェーブの 
登録商標です。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコードを読み取り、 
同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく 
必要があります（パソコンから、議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net へ
直接アクセスして行使いただくことも可能です）。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「議決権
行使コード」をご入力
ください。

同封の議決権行使書
用紙に記載の「パス
ワード」をご入力くだ 
さい。

②ログインする

③パスワードを入力する

https://www.web54.net

 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使コード

パスワード

クリック

090_0354401102006_xs.indd   2 2020/02/03   10:31:39
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
第１号議案 取締役10名選任の件

取締役10名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役10名の
選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

１

栢
かや
　 森

もり
　 雅

まさ
　 勝

かつ

（1966年12月26日生）

1995年３月 当社取締役 役員室担当
1996年６月 当社常務取締役 営業本部 情報推進室担当
1998年６月 当社専務取締役

情報システム事業部 情報戦略室担当
2000年６月 当社代表取締役副社長
2005年４月 当社代表取締役社長
2006年３月 DAXEL㈱ 取締役（現任）
2012年４月 当社代表取締役会長 事業戦略本部 本部長

元気㈱ 取締役（現任）
2013年３月 ダイコク産業㈱ 代表取締役社長（現任）
2017年４月 当社代表取締役会長
2018年４月 当社代表取締役会長 ＰＥ推進室担当（現任）

1,014,650
株

＜選任理由＞
栢森雅勝氏は、2005年４月から代表取締役社長として、当社グループの経営をリードしたうえで、
2012年４月からは代表取締役会長として、コーポレート・ガバナンスの更なる向上に努めており、そ
の豊富な経営者としての経験と見識が当社グループの経営に生かされると判断し、取締役候補者としま
した。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

２

大
おお

上
うえ
　 誠

せい
一
いち

郎
ろう

（1963年２月15日生）

1990年９月 当社入社
2003年４月 情報システム事業部 岡山営業所 所長
2008年４月 制御システム事業セクタ

営業グループ 副グループ長
2010年４月 制御システム事業セクタ

営業グループ グループ長
2014年４月 制御システム事業部 事業部長
2014年６月 当社取締役

制御システム事業部 事業部長
2017年４月 当社常務取締役

制御システム事業部 事業部長 兼
事業開発室 室長 兼
情報システム事業部担当

2017年６月 元気㈱ 取締役（現任）
ダイコク産業㈱ 取締役（現任）
アロフト㈱ 取締役（現任）

2019年４月 当社代表取締役社長（現任）
2019年６月 DAXEL㈱ 取締役（現任）

2,175株

＜選任理由＞
大上誠一郎氏は、情報システム事業部門を中心に多くの知見を蓄積した後、2014年４月からは制御シ
ステム事業部門の責任者を務め、2019年３月までは新規事業を担当する事業開発室室長も務めた後、
2019年４月からは代表取締役社長として当社グループの経営をリードしており、その幅広い経験と見
識が当社グループの経営に生かされると判断し、取締役候補者としました。

３

栢
かや
　 森

もり
　 健

けん

（1970年８月29日生）

2000年６月 当社取締役 経営管理室担当
2001年４月 当社取締役 経営企画室 室長
2002年６月 当社常務取締役 経営企画室 室長
2005年４月 当社代表取締役専務
2006年３月 DAXEL㈱ 取締役（現任）
2007年４月 当社代表取締役専務 経営管理本部 本部長
2012年４月 当社代表取締役専務 経営本部 本部長
2013年３月 ダイコク産業㈱ 取締役（現任）
2017年４月 当社代表取締役専務（現任）

1,652,200
株

＜選任理由＞
栢森健氏は、当社で長年にわたり経営企画･管理部門に携わり、経営基盤の強化に貢献しております。
2007年4月より経営管理本部本部長を務めるなど、その豊富な経営者としての経験と見識が当社グルー
プの経営に生かされると判断し、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

４

大
おお
　 成

なり
　 俊

とし
　 文

ふみ

（1966年２月５日生）

1995年８月 当社入社
2010年４月 情報システム事業セクタ 営業センタ

九州支店 支店長
2012年４月 情報システム事業部 営業本部

九州支店 支店長
2015年４月 情報システム事業部 営業本部 本部長 兼

営業企画部 部長
2016年４月 情報システム事業部 事業部長
2017年６月 当社取締役

情報システム事業部 事業部長
2019年４月 当社常務取締役

情報システム事業部 事業部長（現任）

2,300株

＜選任理由＞
大成俊文氏は、当社で長年にわたり情報システム事業部門に携わり、2016年４月からは情報システム
事業部門の責任者を務め、その豊富な営業経験と事業部門に関する高い見識が当社グループの業務執行
の推進及び経営に生かされると判断し、取締役候補者としました。

５

栢
かや
　 森

もり
　 啓

あきら

（1964年２月26日生）

1992年10月 当社入社
2007年４月 事業本部

制御システム事業セクタ 副セクタ長
2010年４月 情報システム事業セクタ 副セクタ長
2011年10月 情報システム事業部 副事業部長
2012年６月 当社取締役

情報システム事業部 副事業部長
2013年４月 当社取締役 経営本部 管理統括部 副部長
2014年４月 当社取締役 経営本部 管理統括部 部長
2017年４月 当社取締役 管理統括部 統括部長（現任）

189,000株

＜選任理由＞
栢森啓氏は、2007年４月から制御システム事業部門、2010年４月から情報システム事業部門で副事業
部長を務め、2014年４月からは経営本部管理統括部統括部長を務めており、事業運営に関するその幅
広い経験と見識が当社グループの企業体質強化及び経営に生かされると判断し、取締役候補者としまし
た。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

６

藤
ふじ
　 巻

まき
　 靖

やす
　 裕

ひろ

（1964年10月18日生）

1987年４月 当社入社
2008年４月 情報システム事業セクタ

生産グループ グループ長
2013年４月 生産本部 本部長
2014年４月 技術調達統括部 部長

兼 生産本部 本部長
2017年４月 生産統括部 統括部長
2017年６月 当社取締役 生産統括部 統括部長
2020年４月 当社取締役 研究開発部 部長（現任）

700株

＜選任理由＞
藤巻靖裕氏は、長年にわたり情報システム事業部門で開発に携わった後、2013年4月からは生産部門
の責任者を務め、購買･製造･物流戦略の遂行に貢献してきた後、2020年４月から研究開発部部長を務
め、新技術の基礎研究や新規事業に関する見識が当社グループの成長戦略の推進及び経営に生かされる
と判断し、取締役候補者としました。

７

松
まつ

原
ばら
　真

ま
那
な
武
ぶ

（1965年２月７日生）

1989年１月 当社入社
2005年４月 事業本部 情報システム事業セクタ

企画グループ グループ長
2008年４月 制御システム事業セクタ

企画グループ 副グループ長
2010年４月 社長室 グループ長
2012年４月 社長室 室長
2014年４月 経営企画室 室長
2017年６月 当社取締役 経営企画室 室長（現任）

ダイコク産業㈱ 取締役（現任）
2019年６月 元気㈱ 取締役（現任）

アロフト㈱ 取締役（現任）

700株

＜選任理由＞
松原真那武氏は、情報システム事業部門で営業・コンサルタント・商品企画に携わった後、制御システ
ム事業部門に携わるなど、多くの知見を蓄積した後、2010年４月からは社長室、現在は経営企画室室
長を務めており、その幅広い経験と見識が当社グループの成長戦略の推進及び経営に生かされると判断
し、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

８

岡
おか
　 本

もと
　 篤

あつ
　 憲

のり

（1968年９月９日生）

1992年４月 当社入社
2009年４月 経営管理本部 人事企画室 副室長
2012年４月 経営本部 管理統括部 人事部 副部長
2013年４月 経営本部 管理統括部 人事部 部長
2019年４月 管理統括部 副統括部長
2019年６月 当社取締役 管理統括部 副統括部長
2020年４月 当社取締役 ソリューション統括部 統括部長

（現任）

1,253株

＜選任理由＞
岡本篤憲氏は、当社で長年にわたり人事関連業務に携わり、人事制度改革など環境整備に取り組んでき
ました。2020年４月からはソリューション統括部統括部長を務めており、その高い専門性が、グルー
プ各社の業務効率化の推進による当社グループの企業価値向上及び経営に生かされると判断し、取締役
候補者としました。

９

足
あ
　 立

だち
　 芳

よし
　 寛

ひろ

（1947年４月29日生）

1970年４月 通商産業省入省
1996年６月 同省工業技術院 技術審議官
1998年10月 東京大学大学院 工学系研究科 客員教授
2010年６月 当社取締役（現任）
2016年３月 ㈱エナリス 取締役
2017年３月 一般財団法人金属系材料研究開発センター

監事（現任）

2,500株

＜社外取締役候補者とした理由＞
足立芳寛氏は、地球環境問題の研究、国際協力のあり方の研究等、工学と開発経済学を橋渡しする新し
い学問領域に造詣が深く、経営陣とは独立した意見やグローバルな視野で企業経営を監督できる学識経
験者であるため、選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外取締役になること以外の方法
で企業経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行
できると判断いたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

10

武
たけ
　 田

だ
　 邦

くに
　 彦

ひこ

（1943年６月３日生）

1966年４月 旭化成工業㈱入社
1986年７月 同社ウラン濃縮研究所 所長
1993年10月 芝浦工業大学工学部 教授
2002年５月 名古屋大学大学院 教授
2007年４月 中部大学 教授
2010年６月 日本ラッド㈱ 取締役（現任）
2014年４月 中部大学 特任教授（現任）
2015年６月 当社取締役（現任）

0株

＜社外取締役候補者とした理由＞
武田邦彦氏は、資源材料工学を専門分野とし、物理化学的手法を用いた原子力の研究者として長く従事
した経験をお持ちのうえ、地球環境問題等、独自の視点に立った数多くの著書や講演・講義・テレビ出
演を通じて、世間に広く情報発信されている実績を踏まえ、その知識と見識を当社の企業経営の監督に
生かしていただくため、選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外取締役になること以外
の方法で、企業経営に関与したことはありませんが、上記理由により、社外取締役としての職務を適切
に遂行できると判断いたしました。

　

（注）1． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 取締役候補者 足立芳寛氏及び武田邦彦氏は社外取締役候補者であります。
3． 社外取締役候補者について
（1）独立性について
① 社外取締役候補者は、いずれも、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者で
あるものを除く。）ではなく、過去５年間に該当したこともありません。また、過去２年間に合
併等により当社が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者又は
役員（業務執行者であるものを除く。）であったことはありません。

② 社外取締役候補者は、いずれも、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産
（取締役としての報酬を除く。）を受ける予定はなく、過去２年間に受けていたこともありませ
ん。

③ 社外取締役候補者は、いずれも、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務
執行者であるものを除く。）と三親等以内の親族関係はありません。

④ 当社は社外取締役候補者足立芳寛氏及び武田邦彦氏について、東京証券取引所の定めに基づき、
独立役員として指定し、同取引所に届出ております。

⑤ 社外取締役候補者の選任が承認された場合、当社は足立芳寛氏及び武田邦彦氏を引き続き独立
役員とする予定であります。
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（2）就任してからの年数について
① 足立芳寛氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって10年となります。
② 武田邦彦氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。

（3）責任限定契約について
当社は社外取締役として有能な人材をむかえることができるよう、現行定款において、社外取締
役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めておりま
す。これにより、現社外取締役全員と会社法第427条第１項及び当社定款第26条の規定に基づく
責任限定契約を締結しており、賠償責任限度額は法令が規定する額としております。
　なお、取締役候補者の選任が承認された場合、当社は足立芳寛氏及び武田邦彦氏と上記契約を
継続する予定であります。

　第２号議案 第47期役員賞与支給の件
当期末時点の取締役10名及び監査役４名に対し、当事業年度の功労に報いるため、役
員賞与総額58,008,000円（取締役８名分53,508,000円、社外取締役２名分480,000
円、監査役４名分4,020,000円）を支給することとしたいと存じます。
なお、各取締役及び各監査役に対する金額は、取締役については取締役会に、監査役に

ついては監査役の協議にご一任いただきたいと存じます。
以 上
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（添付書類）
　

事 業 報 告
　

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
1． 事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2019年４月1日～2020年３月31日）におけるわが国の経済は、企業
収益や雇用・所得環境の改善鈍化がみられるものの、国内企業の生産設備やサービスインフ
ラ等への積極的な投資も継続しており、ゆるやかな回復基調で推移しました。
一方で米中貿易摩擦や消費増税の影響、新型コロナウイルスの流行による内外経済の停滞

が懸念されるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況にありました。
当社グループが携わるパチンコ業界におきましては、「風俗営業等の規制及び業務の適正
化等に関する法律施行規則及び遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則の一部を改正す
る規則」により、旧規則遊技機から新規則遊技機への置換が進められる中、パチスロ遊技機
では2019年12月に認定切れとなる旧規則遊技機の大量撤去や、新規則機への置換が進んだ
ものの、パチンコ遊技機の販売台数は低調に推移しました。また「改正健康増進法」の全面
施行（2020年４月１日）が迫り、パチンコホールでは喫煙専用室の整備が優先され、周辺
設備への投資は消極的となりました。
警察庁の集計によると2019年12月末時点でのパチンコホールの営業店舗数は、前年比
421店減少の9,639店となりました。遊技機設置台数は、パチンコ遊技機で前年比79,464
台の減少、パチスロ遊技機で前年比27,337台の減少となり、合計4,195,930台となりまし
た。この結果、１店舗当たりの遊技機設置台数は7.6台増加し435.3台となりました。厳し
い経営環境のもとでホール数は依然減少傾向にありますが、ホール数の減少は店舗自体の大
型化も大きな要因の一つとなっております。
このような市場環境のもと、情報システム事業におきまして新製品ＡＩホールコンピュー

タ「Ｘ（カイ）」の提案に注力し、既存ホールコンピュータ「Ｃ
シーツー
Ⅱ」からのシステムアップ

による入替を促進しました。また、ＣＲユニット「Ｖ
ベ ガ シ ア ス リ ー
ＥＧＡＳＩＡⅢ」では顔認証とセキュ

リティを融合させたＦＡＣＥセキュリティ機能を提案し、情報公開機器「Ｂ
ビ グ モ
ｉＧＭＯ　Ｐ

プ レ
Ｒ

Ｅ
ミ ア ム ツ ー
ＭＩＵＭⅡ」、「Ｒ

レ ボ ラ
ＥＶＯＬＡ」では遊技客（ファン）が離席する場合の安心機能を追加搭

載するなど、それぞれ拡販に努めました。
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制御システム事業におきましては、パチンコ・パチスロ遊技機の販売台数が伸び悩む市場
環境下、2020年１月に施行された「技術上の規格解釈基準」の改正、それに伴う日本遊技
機工業組合の内規制定に対応した新しい遊技性を有するパチンコ遊技機の企画提案活動に努
めました。また、引き続き開発工程の効率化による開発期間の短縮をはかるとともに、表示
ユニットの低コスト化に向けた技術及び部品の調査研究、新しい技術を活用した企画・製品
提案をパチンコ遊技機全体に拡げる活動を推進しました。
この結果、当連結会計年度の業績は、売上高329億22百万円（前期比5.6％増）、営業利
益14億31百万円（同6.3％減）、経常利益16億74百万円（同4.2％減）、親会社株主に帰属
する当期純利益10億61百万円（同16.0％減）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

情報システム事業
当連結会計年度におきまして、パチンコ遊技機向けに提案を強化している情報公開端末

「Ｒ
レ ボ ラ
ＥＶＯＬＡ」は、高級感のあるスタイリッシュなフォームと多彩なコンテンツで市場の

評価は高く、販売は前年度実績を大きく上回りました。ＣＲユニット「Ｖ
ベ ガ シ ア
ＥＧＡＳＩＡ」シ

リーズでは上半期の販売は好調に推移しましたが、下半期において新規店舗や大規模改装が
減少した影響で前年度実績を若干下回りましたが、販売計画は上回ることができました。新
製品ＡＩホールコンピュータ「Ｘ（カイ）」では既存ホールコンピュータからのシステムア
ップの提案を推進し、順次新機能も追加搭載しておりますが、市場環境の冷え込みは厳し
く、販売計画を若干下回りました。
この結果、当事業の売上高は263億54百万円（前期比7.7％増）、営業利益31億４百万円

（同13.9％増）となりました。

制御システム事業
当連結会計年度におきまして、パチンコ遊技機向け部品販売は好調に推移しましたが、市

場全体の新台販売台数減少に伴う遊技機メーカーの販売計画見直しやリユース率の上昇など
もあり、表示ユニット及び制御ユニットの販売においては前連結会計年度を下回る非常に厳
しい結果となりました。
この結果、当事業の売上高は65億98百万円（前期比2.1％減）、営業利益78百万円（同

83.9％減）となりました。

（注） セグメント業績の金額には、セグメント間取引が含まれております。
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2． 事業セグメント別売上高
（単位：百万円）

　

区 分
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

前期比(％)
金 額 構成比(％) 金 額 構成比(％)

情 報 シ ス テ ム 事 業 24,474 78.5 26,354 80.1 107.7
制 御 シ ス テ ム 事 業 6,691 21.5 6,567 19.9 98.1
合 計 31,166 100.0 32,922 100.0 105.6

　

（注） 上記金額には、セグメント間取引は含まれておりません。
　
3． 設備投資等の状況

当連結会計年度の設備投資につきましては、15億53百万円となりました。その主なもの
は、新規製品開発及び新規サービスに伴う機材等の拡充や社内サーバー設備等の整備を行い
ました。

　
4． 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。
　
5． 対処すべき課題

厳しい市場環境のなか、次期売上目標を達成するために、事業セグメントごとに以下の事
項を「対処すべき課題」として取り組み、業績向上に努力してまいります。

　
情報システム事業
① パチンコホールでの大きな問題である人材不足の解消に向け、経営の効率化を実現す
るＡＩホールコンピュータ「Χ（カイ）」の機能追加により、業績向上と業務負担の軽
減を実現します。

② 2020年１月「技術上の規格解釈基準」の改正により、多様なゲーム性を持つパチンコ
遊技機の開発ができるようになりました。このゲーム性に対応すべく、ファンとホー
ル経営企業との双方に喜んでいただける情報公開端末やホールコンピュータの機能強
化に努めます。

③ パチンコホールにファンが安心して来店し、遊技できるための支援を、設備・サービ
スを通じて提案します。
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制御システム事業
① これまで培ったハード・ソフト技術を最大限に活用し、さらなる販売製品の領域の拡
大を目指します。

② 新規則遊技機に完全移行する市場を先読みした企画提案活動を推進し、ハード・ソフ
ト案件の獲得に努めます。

③ グループ会社を含めた役割と責任を再定義し、開発における業務効率の向上に取り組
みます。
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6． 財産及び損益の状況の推移
（1）企業集団の財産及び損益の状況の推移

　

区 分
第44期

（2016年度）

第45期

（2017年度）

第46期

（2018年度）

第47期
（当連結会計年度）
（2019年度）

売 上 高 （百万円） 40,714 34,093 31,166 32,922
経 常 利 益 （百万円） 1,374 1,390 1,748 1,674
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 502 785 1,263 1,061
１株当たり当期純利益 （円） 34.01 53.11 85.46 71.79
総 資 産 額 （百万円） 46,828 43,564 43,729 42,702
純 資 産 額 （百万円） 29,151 29,251 29,898 30,406

　

（注） １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く）に基づき計算しております。
　
（2）当社の財産及び損益の状況の推移

　

区 分
第44期

（2016年度）

第45期

（2017年度）

第46期

（2018年度）

第47期
（当事業年度）
（2019年度）

売 上 高 （百万円） 39,727 32,583 29,656 31,150
経 常 利 益 （百万円） 2,574 1,082 1,627 1,462
当 期 純 利 益 （百万円） 1,665 1,330 1,121 862
１株当たり当期純利益 （円） 112.63 90.01 75.84 58.37
総 資 産 額 （百万円） 45,545 42,562 42,582 41,505
純 資 産 額 （百万円） 28,103 28,716 29,200 29,454

　

（注） １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を除く）に基づき計算しております。
　
7．重要な子会社の状況（2020年３月31日現在）
（1）重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 当社議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
元 気 株 式 会 社 100百万円 100.0％ アミューズメントソフトの企画・開発・販売
Ｄ Ａ Ｘ Ｅ Ｌ 株 式 会 社 40百万円 100.0％ パチスロ遊技機の企画・開発・製造・販売
ダイコク産業株式会社 35百万円 100.0％ パチンコホール支援サービスの企画・販売
ア ロ フ ト 株 式 会 社 50百万円 100.0％ パチンコ遊技機用ソフトの企画・開発
（2）特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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8． 主要な事業内容（2020年３月31日現在）
　

事 業 内 容 主 要 な 製 品
情 報 シ ス テ ム 事 業 パチンコホール向けコンピュータシステムの開発、製造、販売

制 御 シ ス テ ム 事 業 パチンコ遊技機用ユニットの開発、製造、販売、商品販売、及び
パチスロ遊技機の企画、開発、製造、販売

　
9． 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

　

当 社 本 社 名古屋市中村区那古野一丁目43番５号

事 業 所 坂下（愛知県）、春日井（愛知県）、
秋葉原オフィス（東京都）

支 店 東日本（東京都）、中部（愛知県）
西日本（大阪府）、九州（福岡県）

営 業 所
札幌（北海道）、盛岡（岩手県）、仙台（宮城県）、茨城（茨城
県）、北関東（埼玉県）、新潟（新潟県）、金沢（石川県）、松本
（長野県）、静岡（静岡県）、岡山（岡山県）、高松（香川県）、広
島（広島県）、宮崎（宮崎県）

元 気 株 式 会 社 本 社 東京都中野区
D A X E L 株 式 会 社 本 社 名古屋市
ダイコク産業株式会社 本 社 名古屋市
ア ロ フ ト 株 式 会 社 本 社 東京都千代田区
　
10． 従業員の状況（2020年３月31日現在）
（1）企業集団の従業員の状況

　

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数
640名 6名増

　

（注） 従業員数には、臨時従業員38名は含まれておりません。
　
（2）当社の従業員の状況

　

従 業 員 数 前事業年度末比増減数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
439名 2名増 45.6歳 18.2年

　

（注） 従業員数は就業人員であり、他社への出向者25名は含まれておりません。
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11．主要な借入先（2020年３月31日現在）
　

借 入 先 借 入 金 残 高
株式会社みずほ銀行 800百万円
株式会社三井住友銀行 500百万円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 500百万円
三井住友信託銀行株式会社 500百万円
株式会社愛知銀行 500百万円
株式会社名古屋銀行 500百万円
　
Ⅱ．会社の株式に関する事項
1． 発行可能株式総数 66,747,000株
2． 発行済株式の総数 14,783,900株（自己株式868株を含む。）
3． 株主数 11,674名
4． 大株主の状況（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
栢 森 健 1,652,200株 11.17％
栢 森 雅 勝 1,014,650株 6.86％
栢 森 美 智 子 926,000株 6.26％
栢 森 寿 恵 813,100株 5.50％
栢 森 和 代 773,000株 5.22％
公 益 財 団 法 人 栢 森 情 報 科 学 振 興 財 団 750,000株 5.07％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 455,100株 3.07％
栢 森 綾 音 443,500株 3.00％
栢 森 新 治 443,450株 2.99％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 321,700株 2.17％

　

（注） 持株比率は自己株式868株を控除して計算しております。
　
Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項
1． 取締役及び監査役の氏名等（2020年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

※ 取締役会長 栢 森 雅 勝

Ｐ Ｅ 推 進 室 担 当
事 業 戦 略 本 部 担 当
元 気 株 式 会 社 取 締 役
Ｄ Ａ Ｘ Ｅ Ｌ 株 式 会 社 取 締 役
ダ イ コ ク 産 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長

※ 取締役社長 大上誠一郎

事 業 戦 略 本 部 担 当
元 気 株 式 会 社 取 締 役
Ｄ Ａ Ｘ Ｅ Ｌ 株 式 会 社 取 締 役
ダ イ コ ク 産 業 株 式 会 社 取 締 役
ア ロ フ ト 株 式 会 社 取 締 役

※ 専務取締役 栢 森 健 Ｄ Ａ Ｘ Ｅ Ｌ 株 式 会 社 取 締 役
ダ イ コ ク 産 業 株 式 会 社 取 締 役

常務取締役 大 成 俊 文 情 報 シ ス テ ム 事 業 部 事 業 部 長
事 業 開 発 室 室 長

取 締 役 栢 森 啓 管 理 統 括 部 統 括 部 長
取 締 役 藤 巻 靖 裕 生 産 統 括 部 統 括 部 長

取 締 役 松原真那武
経 営 企 画 室 室 長
元 気 株 式 会 社
ダ イ コ ク 産 業 株 式 会 社
ア ロ フ ト 株 式 会 社

取 締 役
取 締 役
取 締 役

取 締 役 岡 本 篤 憲 管 理 統 括 部 副 統 括 部 長
取 締 役 足 立 芳 寛 一般財団法人金属系材料研究開発センター 監 事
取 締 役 武 田 邦 彦 日 本 ラ ッ ド 株 式 会 社

中 部 大 学
取 締 役
特 任 教 授

常勤監査役 吉 川 幸 治

元 気 株 式 会 社 監 査 役
Ｄ Ａ Ｘ Ｅ Ｌ 株 式 会 社 監 査 役
ダ イ コ ク 産 業 株 式 会 社 監 査 役
ア ロ フ ト 株 式 会 社 監 査 役

監 査 役 村 橋 泰 志

弁 護 士 （あゆの風法律事務所 所長）
株 式 会 社 ア オ キ ス ー パ ー 取 締 役
ゼ ネ ラ ル パ ッ カ ー 株 式 会 社 取締役（監査等委員）
アイサンテクノロジー株式会社 監 査 役
公益財団法人暴力追放愛知県民会議 理 事 長
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

監 査 役 田 島 和 憲
公 認 会 計 士 （田島和憲公認会計士事務所 所長）
日 本 デ コ ラ ッ ク ス 株 式 会 社 取締役（監査等委員）
株 式 会 社 進 和 取締役（監査等委員）

監 査 役 知 念 良 博 　－
　

（注）1．※印は、代表取締役であります。
2．取締役足立芳寛氏及び武田邦彦氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。なお、当
社は、足立芳寛氏及び武田邦彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ております。

3．監査役村橋泰志氏、田島和憲氏及び知念良博氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

4．監査役田島和憲氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

5．2019年６月27日開催の第46期定時株主総会において、岡本篤憲氏が取締役に新たに選任され、就任
いたしました。

6．根本弘氏及び丹羽時重氏は、2019年６月27日開催の第46期定時株主総会終結の時をもって、任期満
了により取締役を退任いたしました。

2． 責任限定契約の内容の概要
当社は各社外取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責
任限度額は、法令が規定する額としております。

　
3． 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 12人 193,303千円（うち社外取締役 ２人 5,280千円）
監査役 ４人 25,845千円（うち社外監査役 ３人 12,900千円）
合 計 16人 219,148千円（うち社外役員 ５人 18,180千円）

　

（注）1．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．上記取締役及び監査役の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員賞与引当金繰入額58,008千円
（取締役10人53,988千円、監査役４人4,020千円）、役員退職慰労引当金繰入額27,845千円（取締役
５人26,420千円、監査役１人1,425千円）が含まれております。
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4． 社外役員に関する事項
（1）重要な兼職先と当社との関係

取締役足立芳寛氏が監事を務める一般財団法人金属系材料研究開発センターと当社との
間に重要な取引その他の関係はありません。
取締役武田邦彦氏は日本ラッド株式会社の社外取締役でありますが、日本ラッド株式会
社と当社との間に重要な取引その他の関係はありません。
監査役村橋泰志氏が所長を務めるあゆの風法律事務所と当社との間に重要な取引その他
の関係はありません。また、同氏は株式会社アオキスーパーの社外取締役及びゼネラルパ
ッカー株式会社の社外取締役（監査等委員）並びにアイサンテクノロジー株式会社の社外
監査役でありますが、いずれの会社も当社との間に重要な取引その他の関係はありませ
ん。同氏が理事長を務める公益財団法人暴力追放愛知県民会議については、反社会的勢力
排除に向けた取り組みの一環として当社は会費を支払っておりますが、その額は僅少であ
ります。
監査役田島和憲氏が所長を務める田島和憲公認会計士事務所と当社との間に重要な取引
その他の関係はありません。また、同氏は日本デコラックス株式会社及び株式会社進和の
社外取締役（監査等委員）でありますが、いずれの会社も当社との間に重要な取引その他
の関係はありません。

　
（2）当事業年度における主な活動状況

　

区分 氏名 出席状況及び発言状況

取締役 足立 芳寛
当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、学者としての専門的な知識
と見識等に基づき客観的で広範な視点から、健全かつ効率的な経営の推進等
について適宜助言、提言を行っております。

取締役 武田 邦彦
当期開催の取締役会12回のうち９回に出席し、学者としての専門的な知識
と見識等に基づき客観的で広範な視点から、健全かつ効率的な経営の推進等
について適宜助言、提言を行っております。

監査役 村橋 泰志
当期開催の取締役会12回のうち12回に出席し、また、当期開催の監査役会
12回のうち12回に出席し、主に弁護士としての専門的見地から適宜助言、
提言を行っております。

監査役 田島 和憲
当期開催の取締役会12回のうち12回に出席し、また、当期開催の監査役会
12回のうち12回に出席し、主に公認会計士としての専門的見地から適宜助
言、提言を行っております。

監査役 知念 良博
当期開催の取締役会12回のうち10回に出席し、また、当期開催の監査役会
12回のうち10回に出席し、主に元警察庁における豊富な経験と見識等から
適宜助言、提言を行っております。

　

（注） 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第23条の規定に基づき、取締役
会決議があったものとみなす書面決議が６回ありました。
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Ⅴ．会計監査人の状況
1． 名称 有限責任 あずさ監査法人
2． 報酬等の額及び監査役会が同意した理由

　

支払額
当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45百万円

　

（注）1．当社監査役会は、取締役会、社内各部署の状況を把握した上で、会計監査人の監査計画の内容、過
年度における職務執行状況及び報酬見積の算出根拠を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

2．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計
金額を記載しております。

　
3． 非監査業務の内容

当社は会計監査人に対して、社内プロジェクトに関する助言指導業務に対し、対価を支払
っております。

　
4． 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が下記の事項に抵触したと判断した場合には、会計監査人の解任
又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に
提出いたします。
（1）法の規定による欠格事由に該当する場合
（2）当局等により重大な処分等を受けた場合
（3）職務上の義務に違反し、又はその職務を怠った場合
（4）会計監査人としてふさわしくない非行があった場合
（5）その他株主利益を損なうおそれがあると判断した場合

　
Ⅵ．会社の体制及び方針
1． 業務の適正を確保するための体制についての決議の概要

当社の取締役会において決議いたしました内部統制システムに関する基本的な考え方の概
要は以下のとおりであります。
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 顧問弁護士を含むコンプライアンス・リスクマネジメント委員会（CPR委員会）を設

置し、定期的に委員会を開催する。
② コンプライアンスの推進については、CPR委員会が中心となって、取締役や使用人の
遵法意識向上に重点を置いた施策を計画し実施していく。

③ コンプライアンスの相談・通報体制（2004年度設置）を設け、通報者の保護に配慮
しつつ、効果的かつ迅速なリスク情報の収集とその対応を実現していく。
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（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る文書(電磁的記録を含む)については、文書管理規程等に基づ
き機密性、検索性、保存性、保管媒体の特性、利用可能性等を考慮した保管・管理を行
う。

　
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理規程に基づき、リスクの発生防止と発生したリスクに対しての適切な対応
を行うことにより、会社損失の最小化をはかる。

② CPR委員会主導のもと、各部門におけるリスクの洗い出しを行い、各部門個別のリス
クに関して、ルール、基準等の策定その他リスクの予防、回避のために有効と思われ
る施策についての検討、実施の継続を可能にする体制を構築する。

　
（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

十分かつ正確な情報に基づく迅速かつ的確な経営判断を目的として、情報の収集、伝
達、共有化の適正に配慮しつつ、会議体の設置、構成、分掌、運営等についてのルール、
基準等を整備する。

　
（5）当該株式会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確
保するための体制
経営管理については、グループ会社管理規程に基づき、子会社から親会社への報告すべ
き事項やその方法等をルール化し、各グループ会社と当社間における定期的な会議の開催
や、企業集団として統一された内部監査体制により、グループ会社の経営情報及びリスク
情報を把握する。

　
（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
① 監査役の要望があれば速やかに、監査役の業務補助のため監査役補助人を置くことと

する。
② 監査役補助人の募集、選考等の手続は人事担当部門が行い、その選定は監査役会の決
定をもって行う。

　
（7）上記使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役補助人の人事考課は監査役会が行い、人事異動については監査役会の決定に基づ
き、監査役と人事担当取締役が協議して実施する。
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（8）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体
制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査
役会に都度速やかに報告する。

② 監査役に対し、取締役会その他の重要会議（以下これらを「重要会議等」という）へ
の出席及び質問の機会を保証するものとし、重要会議等の運営上のルール策定におい
て考慮する。

③ 監査役が監査業務の遂行に必要な場合は、当該取締役会に対して、補助人員の提供、
事業所への立入、資料の開示等について協力もしくは援助を求めることができるもの
とし、監査業務に支障が生じた場合は、取締役に対し、当該支障の原因となった事由
について排除、改善等の措置を要請することができる。

④ 前項については、グループ会社についても同様の処置を講ずるものとする。
⑤ 監査役が職務を遂行するために必要な情報（子会社に関する情報を含む）を適切に収
集できるよう、グループ会社各社の規模や体制に応じた、適切かつ効率的なルールを
整備し、運用する。

⑥ 監査役への報告、情報提供等（以下これらを「報告等」という）はコンプライアンス
の目的に適うとの認識に立ち、コンプライアンス行動方針において明示する通報者に
対する保護と同様の保護を報告者に与えるほか、報告等を行った者に対する不当な処
置は、制裁の対象とする。

⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還については、監査役の請求
に従い速やかに支払いの処理ができるよう関係の規程を整備、運用する。

　
2． 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間（当事業年度の末日から遡っ
て１年間）における実施状況は、次のとおりであります。
（1）取締役会を18回開催し（書面決議を含む）、法令等に定められた事項や予算の策定等経
営に関する重要事実を決定し、月次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに、
法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議いたしました。

（2）監査役会を12回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議への出席、
業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等の遵守について監査
いたしました。

（3）コンプライアンス及びリスク管理、情報安全管理、内部及び外部通報制度、財務報告に
係る内部統制の円滑な運営のため、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会（CPR
委員会）を４回開催し、内部統制に係る諸活動を推進いたしました。
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（4）CPR委員会主導のもと、各部門の身近なリスク抽出・検討活動を半期に一度実施しまし
た。その中から全社員が共有すべき日常行動の基本的な考え方及び判断基準をコンプライ
アンスガイドラインとしてまとめ、周知徹底をはかるとともに、コンプライアンス意識の
向上に努めています。

（5）取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）の情報保存管理については、文書
管理規程等に基づき、情報管理及び機密情報漏洩の防止に努めております。

（6）財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、リスク情報、誤謬情報、内部統制の不
備情報の収集及び対策・是正措置等の審議を行うため、財務報告会を４回開催し、内部統
制体制の機能強化を図りました。
　

3． 株式会社の支配に関する基本方針
当社では、いわゆる買収防衛策を定常的に準備することを方針とはいたしません。
しかしながら、大量株式取得を企図する買収者が現れた場合には、当該買収者が掲げる買
収の目的、買収後の経営計画その他のあらゆる情報を精査するとともに、取締役会としての
考え方を株主に十分かつ明確に説明し、適正な情報の開示と株主権の行使機会の確保に配慮
しつつ、適切な対応を行います。
取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない公開買い付けなど、中長期的

な視点を欠いた大量株式取得行為については、株主の利益を考慮しつつ、適切な対応を行い
ます。

　
4． 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、企業価値の増大をはかりながら、株主の皆さまに利益還元をはかることを経営の
最重要課題と考え、事業環境や収益の状況、配当性向等を総合的に勘案し、安定配当を行う
ことを基本方針としております。
配当金額、配当時期につきましては、取締役会において慎重に検討し決定いたします。
内部留保資金につきましては、長期的視野に立った新規事業への展開及び事業の効率化を
目的とした投資に活用し、一層の市場競争力や収益性向上をはかりたいと考えております。
第47期の配当金につきましては、上記方針に則り、期末配当を30円とし、中間配当10円
と合わせて通期で１株当たり合計40円とさせていただきました。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額
≪資産の部≫ ≪負債の部≫

流 動 資 産 26,247,459 流 動 負 債 11,148,504
現 金 及 び 預 金 15,478,001 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,200,429
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,026,639 電 子 記 録 債 務 2,275,277
電 子 記 録 債 権 1,568,880 短 期 借 入 金 3,000,000
商 品 及 び 製 品 3,713,475 １年内返済予定長期借入金 300,000
仕 掛 品 30,500 未 払 金 1,178,382
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 542,786 未 払 費 用 760,700
そ の 他 889,126 未 払 法 人 税 等 406,250
貸 倒 引 当 金 △1,952 前 受 金 373,056

固 定 資 産 16,455,133 役 員 賞 与 引 当 金 62,558
（有 形 固 定 資 産） 9,067,536 株 主 優 待 引 当 金 42,363

建 物 及 び 構 築 物 3,824,816 製 品 保 証 引 当 金 40,410
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 63,881 そ の 他 509,074
工 具、 器 具 及 び 備 品 884,013 固 定 負 債 1,147,821
土 地 4,162,117 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 376,043
建 設 仮 勘 定 132,708 退 職 給 付 に 係 る 負 債 498,805

（無 形 固 定 資 産） 3,560,292 そ の 他 272,972
ソ フ ト ウ エ ア 3,525,678 負 債 合 計 12,296,326
そ の 他 34,613 ≪純資産の部≫

（投資その他の資産） 3,827,303 株 主 資 本 30,511,280
投 資 有 価 証 券 262,508 資 本 金 674,000
繰 延 税 金 資 産 1,133,989 資 本 剰 余 金 680,008
会 員 権 251,075 利 益 剰 余 金 29,158,920
投 資 不 動 産 等 901,876 自 己 株 式 △1,648
敷 金 ・ 保 証 金 479,581 その他の包括利益累計額 △105,015
そ の 他 946,094 その他有価証券評価差額金 14,167
貸 倒 引 当 金 △147,823 退職給付に係る調整累計額 △119,182

純 資 産 合 計 30,406,265
資 産 合 計 42,702,592 負 債 純 資 産 合 計 42,702,592

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 32,922,375
売 上 原 価 20,881,626
売 上 総 利 益 12,040,748
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,608,830
営 業 利 益 1,431,918
営 業 外 収 益
受 取 利 息 550
受 取 配 当 金 8,923
不 動 産 賃 貸 料 79,448
受 取 分 配 金 146,109
そ の 他 営 業 外 収 益 65,458 300,491
営 業 外 費 用
支 払 利 息 11,652
不 動 産 賃 貸 費 用 45,280
そ の 他 営 業 外 費 用 558 57,491
経 常 利 益 1,674,918
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 791
投 資 有 価 証 券 売 却 益 305 1,097
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 28,205
減 損 損 失 41,992
投 資 有 価 証 券 評 価 損 25,707
そ の 他 特 別 損 失 10,086 105,992
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,570,023
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 490,383
法 人 税 等 調 整 額 18,367 508,750
当 期 純 利 益 1,061,273
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,061,273

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2019年４月１日残高 674,000 680,008 28,688,969 △1,606 30,041,371
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － △591,322 － △591,322
親会社株主に帰属する当期純利益 － － 1,061,273 － 1,061,273
自 己 株 式 の 取 得 － － － △41 △41
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 469,950 △41 469,909
2020年３月31日残高 674,000 680,008 29,158,920 △1,648 30,511,280
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

2019年４月１日残高 31,536 △174,826 △143,289 29,898,081
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － △591,322
親会社株主に帰属する当期純利益 － － － 1,061,273
自 己 株 式 の 取 得 － － － △41
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △17,369 55,644 38,274 38,274

連結会計年度中の変動額合計 △17,369 55,644 38,274 508,184
2020年３月31日残高 14,167 △119,182 △105,015 30,406,265

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

　

科 目 金 額 科 目 金 額
≪資産の部≫ ≪負債の部≫

流 動 資 産 25,044,828 流 動 負 債 11,381,573
現 金 及 び 預 金 14,291,732 支 払 手 形 659,649
受 取 手 形 1,134,778 電 子 記 録 債 務 2,275,277
電 子 記 録 債 権 1,568,880 買 掛 金 1,503,057
売 掛 金 2,764,441 短 期 借 入 金 3,000,000
商 品 及 び 製 品 3,713,475 １年内返済予定長期借入金 300,000
仕 掛 品 30,500 未 払 金 1,699,047
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 570,368 未 払 費 用 651,949
そ の 他 972,602 未 払 法 人 税 等 379,176
貸 倒 引 当 金 △1,952 前 受 金 329,847

固 定 資 産 16,460,986 役 員 賞 与 引 当 金 58,008
（有 形 固 定 資 産） 9,005,750 株 主 優 待 引 当 金 42,363

建 物 3,645,673 製 品 保 証 引 当 金 40,410
構 築 物 149,989 そ の 他 442,787
機 械 装 置 53,581 固 定 負 債 669,571
船 舶 0 退 職 給 付 引 当 金 117,707
車 両 運 搬 具 10,299 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 354,661
工 具、 器 具 及 び 備 品 851,381 そ の 他 197,201
土 地 4,162,117 負 債 合 計 12,051,145
建 設 仮 勘 定 132,708 ≪純資産の部≫

（無 形 固 定 資 産） 3,583,648 株 主 資 本 29,440,502
ソ フ ト ウ エ ア 3,549,034 資 本 金 674,000
そ の 他 34,613 資 本 剰 余 金 680,008

（投資その他の資産） 3,871,588 資 本 準 備 金 680,008
投 資 有 価 証 券 262,247 利 益 剰 余 金 28,088,142
関 係 会 社 株 式 560,000 利 益 準 備 金 30,000
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 11,636,173 そ の 他 利 益 剰 余 金 28,058,142
繰 延 税 金 資 産 763,799 別 途 積 立 金 20,000,000
会 員 権 249,675 繰 越 利 益 剰 余 金 8,058,142
投 資 不 動 産 等 901,876 自 己 株 式 △1,648
敷 金 ・ 保 証 金 459,320 評価・換算差額等 14,167
そ の 他 822,492 その他有価証券評価差額金 14,167
貸 倒 引 当 金 △11,783,996 純 資 産 合 計 29,454,670

資 産 合 計 41,505,815 負 債 純 資 産 合 計 41,505,815
　
　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 31,150,862
売 上 原 価 19,612,437
売 上 総 利 益 11,538,424
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,369,811
営 業 利 益 1,168,613
営 業 外 収 益
受 取 利 息 526
受 取 配 当 金 8,423
不 動 産 賃 貸 料 79,448
受 取 分 配 金 145,910
固 定 資 産 賃 貸 料 67,729
そ の 他 営 業 外 収 益 49,302 351,340
営 業 外 費 用
支 払 利 息 11,652
不 動 産 賃 貸 費 用 45,280
そ の 他 営 業 外 費 用 544 57,477
経 常 利 益 1,462,477
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 791
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 121,344
そ の 他 特 別 利 益 305 122,441
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 28,205
投 資 有 価 証 券 評 価 損 25,707
減 損 損 失 34,453
そ の 他 特 別 損 失 10,086 98,452
税 引 前 当 期 純 利 益 1,486,466
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 704,044
法 人 税 等 調 整 額 △80,432 623,611
当 期 純 利 益 862,855

　

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

2019年４月１日残高 674,000 680,008 680,008
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － －
当 期 純 利 益 － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － － －

事業年度中の変動額合計 － － －
2020年３月31日残高 674,000 680,008 680,008
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

2019年４月１日残高 30,000 20,000,000 7,786,609 27,816,609
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － △591,322 △591,322
当 期 純 利 益 － － 862,855 862,855
自 己 株 式 の 取 得 － － － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － － － －

事業年度中の変動額合計 － － 271,533 271,533
2020年３月31日残高 30,000 20,000,000 8,058,142 28,088,142
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

2019年４月１日残高 △1,606 29,169,010 31,536 29,200,547
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － △591,322 － △591,322
当 期 純 利 益 － 862,855 － 862,855
自 己 株 式 の 取 得 △41 △41 － △41
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － － △17,369 △17,369

事業年度中の変動額合計 △41 271,491 △17,369 254,122
2020年３月31日残高 △1,648 29,440,502 14,167 29,454,670
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

　

独立監査人の監査報告書
2020年５月27日

　ダイコク電機株式会社
　 取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 ヶ 谷 正 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 稲 垣 吉 登 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ダイコク電機株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの
連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイコク電機
株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

2020年05月26日 16時39分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 35 ―

会計監査人の監査報告書 謄本
　

　

独立監査人の監査報告書
2020年５月27日

　ダイコク電機株式会社
　 取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 ヶ 谷 正 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 稲 垣 吉 登 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ダイコク電機株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日
までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第47期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。

1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査方針、監査計画及び職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画及び職務の分担等に従い、取締役、
監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施し
ました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

2． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職
務の執行についても、指摘すべき重大な事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　
　2020年６月４日

ダイコク電機株式会社 監査役会
常勤監査役 吉 川 幸 治 ㊞
社外監査役 村 橋 泰 志 ㊞
社外監査役 田 島 和 憲 ㊞
社外監査役 知 念 良 博 ㊞

　　

以 上
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メモ欄
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株主総会会場ご案内図
　

会 場 キャッスルプラザ ４階 鳳凰の間
所在地 名古屋市中村区名駅四丁目３番25号
電 話 （052）582－2121

　

　
JR名古屋駅より徒歩５分

地下鉄国際センター駅より徒歩５分
名古屋駅前桜通沿い

ユニモール地下街11番出口
※お車でのご来場はご遠慮ください。
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